
1. はじめに

高波浪中に存在する長周期波は，海岸付近において増

幅し，波の遡上・越波や浮遊砂の移動に大きな影響を及

ぼすだけでなく，港湾内において多重反射を繰り返し減

衰することなく存在し続けるために，荷役の大きな障害

となっている．長周期波の発生要因に関しては，Munk

（1949）のサーフビートの発見以来，様々な要因が挙げ

られているが，現地海岸では複数の要因が共存して作用

している可能性があり，その要因を明確に提示するには

至っていない．一方，数値シミュレーションにより長周

期波の変形を予測する試みが行われている（中畑ら ,

2001）が，長周期波の波高やスペクトルの比較に限られ

ており，入射長周期波の位相が不明なため，自由長周期

波の波形までも予測できるまでには至っていない．

長周期波の伝播経路，反射位置および増幅機構を明ら

かにすることは，長周期波対策を効果的に行う際に極め

て有益であり，その波形まで予測できれば，船体動揺の

解析に直接的に用いることができ，極めて有用なものと

なる．そこで本研究では，最近地震学の分野で用いられ

ている地震波干渉法（seismic interferometry）を海洋の長

周期波に初めて適用し，2地点で観測された長周期波の

相互相関関数が2地点間のGreen関数に相当し，それが反

射特性や長周期波の波形の予測に有効であることを示し，

その妥当性と精度を検証することを研究の目的とする．

2. 各種擾乱を考慮した長周期波の基礎方程式

長周期波は，様々な要因により発生・発達する．中で

も波群に伴う非線形拘束波によるもの（Longuet-Higgins

and Stewart, 1962）， 4波共鳴相互作用によるもの

（Hasselmann, 1962），気圧変動と地形による増幅によるも

の（Hibiya and Kajiura, 1981），砕波点変動による長周期

波の発生（Symondsら, 1982），および風速変動による長

周期波の発生（泉宮ら，2008）などが挙げられる．本研

究では，これらの長周期波発生メカニズムを可能な限り

取り入れるために，短周期波浪による効果，波群性，海

面圧力変化，および風速変動による海表面摩擦応力変動

を考慮したBoussinesq方程式を用いることにする．これ

らの効果を考慮したBoussinesq方程式は次式で表される．

……………………（1）

…（2）

ここに，ηは水位変動，ujはxj方向の流速成分，（i,j）=1,2，

Psは海表面における圧力変動，hは水深，tは時間である．

τ s
iは海表面摩擦応力ベクトルである．水位変動ηおよび
流速成分ujは，短周期波浪成分，非線形拘束長周期波成
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分および自由長周期波成分に分離して表すことができる．
…………………………………（3）

……………………………（4）

ここに，下添字w, bおよび fは，それぞれ短周期波浪成分，

非線形拘束長周期波成分および自由長周期波成分を示し

ている．後者の2成分は，いわゆる slow成分であり，大

きさ自体は，短周期波浪成分に比べて十分に小さいもの

とする．式（3）および式（4）を式（1）および式（2）に代入し，

海底面から水面まで積分し，短周期波浪の代表周期Tで

時間平均をとり，非線形拘束長周期波成分は短周期波浪

成分の非線形項および圧力勾配と釣合うものとすると，

……………………（5）

………（6）

なる関係式を得る．上式において，Si,jはradiation stress成

分であり，これらの項は式（2）の非線形項および右辺第4

項が圧力のxj方向の微分値であることから，短周期波浪

の radiation stressが誘導されたものである．なお，式（6）

において，微小項と思われる移流項等は省略している．

式（5）および式（6）により，非線形拘束長周期波成分が計

算されることになる．

一方，自由長周期波成分は，短周期波浪の線形成分と

その他のslow成分からなり，次式で与えられる．

……（7）

…（8）

ここに，q*
Bは砕波による運動学的境界条件の破れを示し，

上付きの～は短周期波浪の代表周期で平均化した量を示

す．式（7）および式（8）は，長周期自由波と呼ばれている

成分が，短周期波浪による運動学的・力学的境界条件の撹

乱，および気圧変動や風速変動による海面摩擦応力の変動

によって，発生・発達する可能性を示したものである．

3. 長周期波の2地点間Green関数の推定法

長周期波の基礎方程式（7）および（8）において，外力項

である右辺の諸量は，一般的には時間的・空間的にラン

ダムに変化するものであり，短周期波浪成分に関わる項

は長周期波に対してはパルス的な変化を示すものであ

る．したがって，このような外力項は，一種の波源関数

と見なすことができる．そこで本研究では，長周期波の

波形予測に地震波干渉法を応用して2地点間のGreen関数

を推定し，その適用性について検証することにする．

地震波干渉法（seismic interferometry）とは，地震波等

の波動場を異なる2地点で観測した場合，それらの観測

波形の相互相関関数を求めると，一方を仮想的な震源に

他方を受信点とした場合の波形を合成できるというもの

で，精度の高い物理探査ができることで，近年大変注目

を浴びている方法である（例えば，白石ら，2008）．す

なわち，この方法により，2地点間のGreen関数が算定で

きるので，大変有益である．

この地震波干渉法のルーツは，常時微動を対象とした

Aki（1957）による空間自己相関（SPAC）法にまで遡る

ことができる．Claerbout（1968）は，自然地震記録を対

象として，地表1地点で観測された自己相関関数が，そ

の地点に震源と受信点をおいた場合の反射記録が得られ

ることを理論的に示した．その後，Wapenaar and

Fokkema（2006）等により一般化がなされ，様々な波動

場に適用されるようになってきている．そこで本研究で

は，地震波干渉法の適用条件に特に注意しながら，長周

期波動場に適用を試みることにする．

自由長周期波の基礎方程式（7）および（8）の文字を簡略

化して，下添字fを省略して書き換えると，

……（9）

……（10）

となる．ここで，上式に時間に関するフーリエ変換を施

し，水位ηと流速uiのフーリエ変換を用いて表すと，

………………………………（11）

………………………………（12）

となる．ここに，xは水平位置座標，上付きhatはフーリ

エ変換量であることを示し，

………………………（13）

……………………（14）

であり，jは純虚数である．

ここで，図-1に示すように地点Aと地点Bの異なる2地

点を考え，以下に示す干渉量の領域積分を評価すると，

…（15）
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図-1 観測点xAおよびxBとGreen関数



なる関係式を得る．ここに，niは領域の外向きの法線ベ

クトル成分である．ここで，相反定理と時間を反転して

も物理法則が変化しないという性質を示す時間反転不変

の原理に基づくと，周波数領域では時間反転は共役数で

置き換えられる．したがって，式（11）および式（12）より

……………………………（16）

…………………………（17）

なる関係が成立する．ここに，*印は共役数を示す．こ

の外力と解の関係をA地点に適用すると，式（15）は，

……（18）

となる．この関係は，時間領域では相関をとることに相

当するので，相関関数タイプの相反定理と呼ばれている．

ここで，連続式の外力項の作用時間が長周期波に比べ

て十分に短いので，そのフーリエ変換は近似的に，

……（19）

………（20）

と表せる．ここに，W（t）は時間の関数で，δはデルタ関数，
下添字（A,B）はA地点またはB地点の諸量を示す．また，

……………（21）

……（22）

と表される．ここに，s（x,ω）は波源関数である．式（20）

～式（22）を式（18）に代入すると，次の関係式が得られる．

…………（23）

ここに，S（ω）は波源関数s（x,ω）のスペクトル，Cは長波の

波速である．ここで，S（ω）がホワイトノイズに近いもの
とし，上式を逆フーリエ変換し時間領域に書き換えると，

…………（24）

となる．式（24）は，2地点の波形記録の相互相関をとる

ことにより，その地点間のGreen関数が合成できること

を意味している．この2地点間のGreen関数を用いて，B

地点の水位変動は，

…………（25）

により計算することができる．ここに，Kは外力項が厳

密にはδ関数とは異なることによる比例係数である．

4. 長周期波の現地観測

長周期波の現地観測は，日本海に面した新潟県上越市

の直江津港内外において，2009年12月9日から2010年1

月8日にかけて行われた．観測地点は，図-2に示すよう

に，4地点に水圧センサー付き超音波式波高計を設置し

た．観測期間中には，有義波高4mを超える波浪が4回ほ

ど襲来しており，様々な波浪条件の下で長周期波が観測

されている．P1およびP2地点は港外で，水深は25mおよ

び16mである．また，P3地点は港外ではあるが防波堤の

遮蔽域内で水深17m，P4地点は港内の一文字堤の端から

約50mの前面であり，水深は12mである．

図-3は，2010年1月1日12時における各観測地点の圧

力水頭のスペクトルを示したものである．水圧データを

用いたのは，超音波式波高計は気泡の影響により水位の

測定精度が低かったためである．この図に示されている

ように，P4地点を除いて周期50s以上（周波数0.02Hz以

下）の長周期帯では，多少の変動はあるもののスペクト

ル密度はほぼ一定であり，この周波数帯ではホワイトノ

イズ的な性質を有していることが分かる．このようなス

ペクトル形状は，平石ら（1997）が提案している長周期

波の標準スペクトルとほぼ同様な形状である．一方，港

内のP4地点では，風浪成分は防波堤の効果によりかなり

減衰しているが，低周波側においてある特性の周波数に

顕著なエネルギーピークが見られる．
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図-2 直江津港内外の波浪観測地点と水深

図-3 各観測地点におけるスペクトル



5. 長周期波の特性および水位波形予測

図-4は，2010年1月1日12時にP1地点（水深25m）で

観測された長周期波の水位変化を示したものである．こ

の長周期波は，周期 30sから 300sの成分（周波数：

0.0033Hz～0.0333Hz）が100％通過するようにバンドパ

スフィルタを水圧波形にかけて抽出したものである． こ

の地点では水深25mとやや深いにもかかわらず，長周期

波の水位変動が大きく，±20cmにも達していることが

分かる．

P1地点の長周期波の自己相関関数を算定したものを，

図-5に示す．この図に見られるように，自己相関関数は

δ関数に近く，スペクトル密度がほぼ一定値となってい
ることに対応している．

前節の議論によると，自己相関関数は，その地点に単

位波源を置いた時のその地点での観測波形に相当し，反

射波を検出することができる．P1地点は最も沖合いにあ

るため，砕波点や汀線からの反射波の寄与はかなり小さ

いことが読み取れる．このことは，反射波やエコーを含

む信号を遅れ時間τ1を考慮して，以下のように考えると，

………………………（26）

エコーを含む信号x（t）の自己相関関数ψ（τ）は，

…………（27）

となることからも分かる．ここに，αは反射率，C（τ）は
入射波成分η（t）の自己相関関数である．タイムラグτの
値が大きい時間では，C（τ）はほぼ0に近づくので，τ = τ1

付近で反射波の影響がでることになる．

港湾内のP4地点では，図-6に示すように自己相関関数

の変化から周期130s程度の共振が発達していることが分

かる．この地点では，前日の1月2日には周期50sの共振

が発達していたことも確認されている．このことは，長

周期波の伝播時間が共振周期の半分であることから，反

射位置を同定することができる．図-7は，観測点P1とP2

の長周期波の相互相関関数を示したものである．変動は

相対的にはやや小さいが，約100s前後のピークは，長周

期波がP1からP2に伝播するに要する時間であり，500s前

後のピークは長周期波がP1から汀線で反射し，P2に達す

るまでの時間にほぼ相当している．しかしながら，解析

に用いたデータが1時間分と，長周期波の相関を計算す

るには未だ十分な長さではなく，波浪の非定常性もあり

時間変化がやや大きい結果であった．

図-8から図-10は，2地点間のGreen関数（相互相関関

数）を用いて，それぞれP2, P3およびP4地点の長周期波の

179干渉合成法を用いた長周期波の伝播・反射特性の解明および水位予測

図-5 観測点P1における長周期波の自己相関関数

図-4 観測点P1における長周期波の水位変化
図-6 直江津港内のP4観測点における長周期波の自己相関関

数の変化（2010年1月3日）

図-7 観測点P1とP2の長周期波の相互相関関数



水位を予測したものと実測波形とを比較したものである．

これらの図より，水位の変動はかなり類似しており，

港湾内のP4地点の長周期波の水位波形もかなりの精度で

予測できることから，本研究の方法は長周期波の波形を

推定するのに有効な方法であると言える．

6. 結論

本研究では，地震波干渉法の考えを海洋の長周期波に

適用し，波浪の現地観測により，長周期波の反射・伝播

特性を明らかにし，以下の事柄が明らかとなった．

（1）外力項を含む連続式および運動方程式を用いて，

2地点間の相互干渉項を空間積分することにより，2地

点の相互相関関数がGreen関数に相当することが示さ

れた．

（2）長周期波の自己相関関数を算定した結果，50s以上の

長周期波はほぼホワイトノイズ的な性質を有しており，

自己相関関数もほぼδ関数に近い結果が得られた．
（3）港湾内のP4地点では，自己相関関数から周期50sお

よび 130s程度の共振が発達していることが見出され

た．また，これらの時間から，長周期波の反射位置を

同定できることが示された．

（4）2地点間のGreen関数を用いて，港湾内外の長周期波

の水位を予測し，実測波形と比較したことろ，比較的

よく一致しており，本手法は長周期波の波形を推定す

るのに有効な方法であることが確かめられた．

なお，本研究の一部は平成21年度科学研究費基盤研究

（C）によったことを付記し，感謝いたします．
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図-8 P2地点の長周期波の水位波形予測

図-9 P3地点の長周期波の水位波形予測

図-10 P4地点の長周期波の水位波形予測


